
３－③　学びを保障するため教育機会の均等を確保する
【施策】奨学金貸付基金事業の適正運営

	事　業　名
	内　　　　　容

	奨学金貸付事業

（学校教育課）
	東かがわ市に住所を有する学生、生徒のうち、優れた素質と強い向学心を持ちながら経済的理由により修学に困難がある者に対し、奨学金の貸付けを行う。このことにより社会に有為な人材の育成に資するとともに、修学の促進を図ることを目的に今後も継続して実施する。

	平成24年度の主な取組
	貸付人数３１名　貸付金額１７,６４０,０００円

うち、新規貸付人数９名  新規貸付金額４,８００,０００円

	成果及び課題
	平成２０年度から、新規奨学生の採用時に教育委員による面接を実施しており、世帯の経済状況に加え、奨学生本人の資質や向上心を選考審査により適正に実施することができた。

本市合併前からの長期滞納者に対し、自宅への訪問のみならず、職場への督促訪問や保証人への納付指導書を送付し、納付へと繋げた。

	今後の取組
	平成２０年度からの奨学生採用方法の見直し等により、良好な奨学金貸付事業が運営できているため、再度、貸付金額、返還金猶予等について検討する。
滞納者に対して、本人及び保護者への職場及び自宅訪問や電話、文書による督促、保証人への納付指導依頼書の送付等、適正な督促を実施することにより、滞納金額の減少に努める。


【施策】児童生徒の就学支援
	事　業　名
	内　　　　　容

	就学援助費支給事業

（学校教育課）
	小学校及び中学校における義務教育のより円滑な実施に資することを目的に、経済的理由により就学困難な児童及び生徒の保護者に対して、必要な援助を行い、今後も継続して実施する。

	平成24年度の主な取組
	平成２３年度からの継続認定者に加え、年度途中での申請者について、随時保護者からの聞取り及び学校長の意見等を勘案し、月毎に認定を行った。

	成果及び課題
	平成２４年度（平成２５年３月３１日現在）要保護認定者は中学校２名である。また、準要保護認定者は小学校 １０５名、中学校 ８４名、合計 １８９名、全児童生徒の８％である。

	今後の取組
	引き続き、真に援助を必要とする保護者に対して、適切な就学支援を行うことで、義務教育のより円滑な実施を図る。


	就学奨励費支給事業

（学校教育課）
	特別支援学級に就学する児童生徒の保護者の経済的負担を軽減するため、その負担能力に応じ必要な援助を今後も継続して実施する。

	平成24年度の主な取組
	特別支援学級に就学する児童生徒の保護者の経済的負担を軽減するため、その負担能力に応じ必要な援助を今後も継続して実施する。

	成果及び課題
	　毎年６月初旬頃、該当する保護者に案内し、希望者からの申請書及び世帯の収入状況等により認定を行っている。平成２４年度（平成２５年３月３１日現在）認定者は、小学校２３名、中学校７名の合計３０名である。

	今後の取組
	　引き続き必要な援助を実施する。


	幼稚園就園奨励費支給事業

（子育て支援課）
	幼稚園に就園する保護者の経済的負担を軽減するために、世帯所得に応じ必要な援助を今後も継続して実施する。

	平成24年度の主な取組
	6月に全保護者に案内し、授業料の減免を希望する保護者の所得状況に応じて経済的負担の軽減を図った。

	成果及び課題
	世帯所得に応じて減免措置を講じた結果、授業減免認定者は、
１９名、全園児の約５％である。

	今後の取組
	減免対象枠を拡充し、引き続き世帯の状況に応じた授業料の減免措置を行い幼稚園教育の機会を確保する。


【事務点検評価委員の意見、提言】

奨学金貸付事業をはじめ就学援助費支給事業、就学奨励費支給事業、幼稚園就園
奨励費支給事業を通じて、さらなる就学支援に努めていただきたい。奨学金貸付事
業については、今後も安易に基金を取り崩すことなく滞納者にしっかり督促するな
ど、公正・公平な事業運営に努めていくことを期待している。


４－①　いつでも、どこでも学べる環境をつくる
【施策】図書館や歴史民俗資料館の活用を通じた市民の学習活動の支援
	事　業　名
	内　　　　　容

	とらまる図書館運営事業

（生涯学習課）
	高齢化社会の進行、余暇の増大、高度化する市民の生活環境の変化に柔軟に対応するため、サービス機能を充実し、生涯学習の一拠点としての図書館づくりを行う。

	平成24年度の主な取組
	高齢化社会の進行、余暇の増大、市民の生活環境の変化に柔軟に対応することができるサービス機能を充実し、生涯学習の一拠点としての図書館運営を実施した。

	成果及び課題
	環境整備の実施や、幼児・児童・生徒の読書推進のためにブックリスト(図書館だより春号・夏号・秋号・冬号)を作成し、配布した。
　利用者の利便性の向上を図るため、インターネットによる予約サービスを平成２４年７月１日から実施した。３月末で登録者が５７人、利用件数３９７件、予約冊数８７２冊と、まずまずの利用がある。おすすめ絵本コーナーでは、毎月テーマを決めて、絵本の紹介をしているが、その利用者も多い。３館（とらまる図書館・歴史民俗資料館・交流プラザ）との連絡調整を図るために、不定期で３館協議会を実施しているが、今後も継続したい。

	今後の取組
	子どもの読書力向上のため、学校との連携を深め、団体貸出などで協力していきたい。
読み聞かせボランティア「こそあど」との連携を図り、講演会等の実施に向けて検討していく。
市民の生涯学習等の多様な学習要求に応え、利用の拡充（利用登録者・年間貸出点数）を図るため、図書館運営のあり方について、指定管理制度も含めて、検討・協議する。


【施策】公民館等の活用を通じた地域の学習拠点づくり

	事　業　名
	内　　　　　容

	市民の主体的な学習活動への支援事業

（生涯学習課）
	交流プラザをはじめ、各地区の公民館等は、市民の最も身近な社会教育施設として、自主的な学習の場を提供するとともに多様な学習ニーズに応えるため、学習機会の提供機能の充実と公民館活動の活性化に努める。

	平成24年度の主な取組
	大内公民館では、中高年のためのパソコン教室などを開催した。交流プラザでは、夏休み子どもイベントとして虫の観察やお菓子教室を開催した。
また、交流プラザでは、ＮＨＫの公開録音番組、民放テレビ局の公開録画番組を共催し市民参加型の番組を作り、市のＰＲを行った。児童図書コーナーの設置から１年目ということで、通常利用層が低い若い家族層を対象とした図書イベントを開催した。ジャンルの異なるコンサートを２回実施し、市内で活動する音楽団体や音楽を気軽に楽しめる場の提供を行った。
市内公民館の職員（臨時）と交流プラザ職員の意見交換会を実施した。

	成果及び課題
	パソコン講座において、一定の評価はあるが講座内容がマンネリ化の傾向にあるため、受講者の要望等の調査を実施しながら内容を検討する必要がある。公民館や交流プラザにおいては、中高年の利用者が多い。利用者層の幅を広げてるため、夏休みなどに子ども向けの事業を取入れた。今後も幅広い層への施設ＰＲが必要である。

	今後の取組
	不特定多数の利用者が使用するため、利用者が安心して施設を利用できるよう防災を意識して、取り組む必要がある。交流プラザで防災訓練等を２回実施予定である。


【施策】持続可能な社会の構築に向けた教育に関する取組

	事　業　名
	内　　　　　容

	太陽光発電装置を使った環境学習事業
｛２－⑤再掲｝

（学校教育課）
	　全ての中学校に整備した太陽光発電設備を有効に活用し、電力をキーワードとして、環境学習に取り組む。

	平成24年度の主な取組
	３中学校に太陽光発電設備を整備し、環境に対する意識を高め、CO2 削減運動の実践に取り組んだ。

	成果及び課題
	電気使用量を数値化することで、節電意識が向上し、他の活動につながってきている。

	今後の取組
	継続して実施する。


	セミナー・講座等の開催促進事業

（生涯学習課）
	　教養講座、文化セミナー、学習セミナーなど、市民の学習要求の多様化に即応すべき各種講座等を実施する。

	平成24年度の主な取組
	交流プラザでは、地産地消をテーマに親子料理・お菓子教室を夏と冬に開催した。夏休み特別教室として、「むし博士」「鳥の巣のふしぎ」「科学体験」といったその分野では専門の講師に依頼して子ども達を対象とした教室を実施した。

	成果及び課題
	　お菓子教室や料理教室は大変好評であった。東かがわ市の食材を使うことで、ただ作るだけでなく地域の特産を知ってもらうきっかけとなった。夏休み特別教室は、子ども会行事等と日程が重なり予定よりも参加人数が少なくなったものの、参加者からは、「参加できて良かった」との声が寄せられた。特に子ども向け教室の場合は、地域や学校行事との調整が重要である。

	今後の取組
	市民のニーズを把握し、自主講座とは違った内容の講座・セミナーなどをタイムリーに継続的に提供することで、市民の生涯学習活動への機会づくりを行う。


【施策】人権教育や社会的課題に対応するための学習機会の提供

	事　業　名
	内　　　　　容

	しあわせづくり研修会事業
（人権推進室）
	市民を対象とした人権啓発活動として、身近な話題を取り入れた講演会・座談会や出前講座等を実施し、一人一人の人権意識の高揚の推進を図る。

	平成24年度の主な取組
	　人権問題学習講座（４回）、人権問題夏期講演会、ハートフルコンサート（人権トーク＆コンサート）の開催や、自治会、社会教育団体等の希望する時期や内容で行う「しあわせ講座」等の出前講座を実施した。

	成果及び課題
	　インターネットでの差別的な書込みや日常生活における身近な人権問題への気づき、市内の講師による体験談など、自分たちの周りで起こっている事象を伝えることで、より身近な問題としての意識が高まった。
・人権問題学習講座（４回）　　　 参加人数　　　　 ５４８人
・人権問題夏期講演会　　　　　　 参加人数　　　　 ２２３人
・人権トーク＆コンサート　　　　 参加人数　　　　 １７７人
・しあわせづくり研修会（４５回） 参加人数　   １，３２５人

	今後の取組
	　人権学習講座や各種講演会を実施するとともに、市民自らが人権問題を学習する際、啓発用ＤＶＤの貸し出しや、市内の講師を派遣する取り組みを浸透させる。


	保護者対象の人権・同和教育研修会事業
（人権推進室）
	全保育所、幼稚園、小学校、中学校の保護者を対象に、人権啓発推進委員等との交流研修会や講演会などの人権・同和教育研修を実施する。

	平成24年度の主な取組
	各学校、幼稚園、保育所において、参観日等に保護者対象の研修会を実施した。また市ＰＴＡ連絡協議会役員等と人権啓発推進委員との交流会を実施し、人権尊重の意識の高揚を図った。

	成果及び課題
	　人権問題は、日々の生活のなかにあることに気づき、学習することができた。
　しかし、研修内容や開催方法についていろいろな工夫を凝らしてはいるが、保護者の参加を確保することが難しい。

	今後の取組
	より多くの保護者が参加し研修できるよう内容や開催日などを工夫する。


	市民指導者の養成事業
（人権推進室）
	人権スキルアップ講座の歴代受講生が啓発活動の指導者として関わる体制をつくり、人権推進の輪を広げる。　

	平成24年度の主な取組
	市民で構成している「しあわせづくり講師団」が、自治会や各種団体からの依頼を受け、しあわせ講座講師として出向いた。
　・委嘱講師団　　　　　　　　　　１０人
　・しあわせ講座実施回数　　　　　３０回

	成果及び課題
	　講師それぞれが、個人や団体として取組んでいたことをテーマに講演に出向くことで、その活動を広く知らせることができた。

	今後の取組
	　各講師の講演テーマの表記を、親しみやすいものとする。
利用を促進するため、自治会や団体の総会や集会などの案内に合わせて周知し、当該会議の前段に実施できるよう、働きけかける。
「しあわせづくり講師団」講師の連携と情報交換により、そのスキルアップを図るとともに、新たな講師の発掘を目指す。


【事務点検評価委員の意見、提言】

市民のニーズに応え、さまざまな機会が提供されている人権研修は、参加者が固
定化しがちであり、人権に関する市民の意識がなかなか向上しにくいが、豊富な内
容を企画し努力されていることは高く評価できる。今後も人権啓発について創意工
夫をしていくことを期待したい。

交流プラザや図書館、公民館の利用も活発で、市民の「豊かな人生を送りたい」
という意識も高い。こうした施設を活用しながら、市民の学習活動の支援が広がっ
ていくことを期待したい。今後も、市民が生涯を通じてさまざまな機会に学び、豊
かな人生をおくることができる社会を目指すことを期待する。　


４－②　地域に根ざした文化・芸術を振興する
【施策】文化財の適切な保護による次世代への確かな継承
	事　業　名
	内　　　　　容

	引田城址整備事業

（生涯学習課）
	現在行われている引田城址の調査経過や概要を広く周知し、地域の文化財に対する関心を高める。

	平成24年度の主な取組
	調査報告書発行に向けて、測量調査及び試掘調査、文献史料調査を実施した。
調査結果を公開するためシンポジウムを実施し、市内はもとより県外から８０名程度の参加があった。

	成果及び課題
	調査成果について、引田城址調査検討委員会から順調に進捗しているとの評価があった。今後は調査報告書の編集・発行に向けて執筆者と連絡を密にしてスケジュール管理を行う必要がある。
国史跡の指定に向けての気運を高めるため、今後も啓発・普及活動を推進する必要がある。
あわせて指定には土地所有者の同意が必要であり、土地所有者との調整が必要である。

	今後の取組
	引田城址の認知度を高めるために、講演会や講座、公開展示を開催するほか、市内外で啓発・普及活動を引き続き実施する。
国指定史跡申請にあわせ、保全・活用等の計画づくりを行う。

県内の研究者や経済関係者が「讃岐ジオパーク（地質公園）」の世界ジオパーク認定を目指している活動に協力・支援するため、市長部局ともどもその体制など課題の整理を進める。


【施策】文化財、文化・芸術を活用した生涯学習の振興
	事　業　名
	内　　　　　容

	歴史民俗資料館普及活動事業

（生涯学習課）
	地域の文化財に関する理解を深めるため、歴史民俗資料館で常設展示・企画展示などを行い、展示について広報紙等を利用して市民に周知したり、小･中学校からの見学を受け入れたりして普及活動を行う。

	平成24年度の主な取組
	市内外の関係団体の協力を得て、企画展・特別展を計５回開催した。『広報東かがわ』に「東かがわ文化財めぐり」を連載し、市内の歴史や民俗を紹介して文化財保護の啓発活動に努めた。

	成果及び課題
	市内小中学校８校が、展示見学や職場体験学習など計９回歴史民俗資料館を利用した。
市内全域から見れば、資料館の認知度・関心度が必ずしも高くない。

	今後の取組
	引き続き、企画展や広報紙連載を行い、啓発・普及活動に努める。あわせて、啓発・普及活動につながるよう市内の文化財や史跡を案内できるボランティアを養成する。


【事務点検評価委員の意見、提言】

引き続き文化財を調査し、東かがわ市のシンボルとして、保存や活用に努めてい
ただきたい。特に、引田城址整備事業は、国指定史跡に向けてさらに活動を深めて
欲しい。

また市内には、引田城址がある城山をはじめ、引田不整合、ランプロファイア岩
脈、絹島・丸亀島の玄武岩の柱状節理などが讃岐ジオサイト（地質名所）を形成し
ており、地質の宝庫になっている。県内の研究者や経済関係者が、「讃岐ジオパー
ク（地質公園）」の世界ジオパーク認定を目指しているが、その活動に市長部局と

ともに協力し、支援していくことを要請したい。

子どもたちが、郷土の文化・芸術に関心と感動をもつことができるよう、一層工
夫していただきたい。


４－③　市民一人一人が日常的に楽しめる生涯スポーツを振興する
【施策】地域におけるスポーツ・レクリエーション活動の普及
	事　業　名
	内　　　　　容

	総合型地域スポーツクラブ事業

（生涯学習課）
	市民がそれぞれの体力や年齢、技術、趣味、目的に応じて、いつでも、どこでも、いつまでもスポーツに楽しむことができる生涯スポーツ社会を実現するために、スポーツやレクリエーションを気軽に楽しむ機会や情報を提供する。

	平成24年度の主な取組
	　市内スポーツクラブ（３クラブ）について、現状把握やクラブの課題等についてのヒアリングを実施し、それぞれの運営方法や活動状況を確認した。

	成果及び課題
	ヒアリングにより、３クラブの活動状況の格差や本来のクラブとしての活動内容と異なる状況が浮き彫りになった。

	今後の取組
	　体育施設の指定管理者である東かがわ市スポーツ財団と協議を進め、拠点施設を中心とした３クラブの支援体制を整える。


【施策】スポーツ・レクリエーションの指導者の養成と活用

	事　業　名
	内　　　　　容

	指導者の養成・確保事業

（生涯学習課）
	体育協会、スポーツ推進委員会、各競技団体の連携を一層深め、相互の計画的な研修に努めることにより、指導者としてスポーツに関する幅広い知識を習得するとともに、地域のスポーツ指導者の発掘と養成に努める。また、市民が主体となって行うスポーツイベントを開催し、誰でも気軽にスポーツができる環境づくりを行う。

	平成24年度の主な取組
	　本町小学校及び白鳥小学校土曜日授業における体育の授業の外部講師として、スポーツ推進委員が参画し、学校の授業にはないニュースポーツを指導した。
　体育協会においては、設立１０周年記念事業として、市民大運動会を開催し、３,０００人余りの参加があった。

	成果及び課題
	　市民へ生涯スポーツの楽しさを実感してもらえる機会が提供できた。しかしながら、イベントの事前協議を進めていく中で、地域での連帯感が希薄化していることが、改めて浮き彫りになった。

	今後の取組
	　本町及び白鳥小学校の土曜日授業に対応するため、スポーツ推進委員に更なる研修機会を設け、地域のスポーツ指導者としての自立を促進する。
　また、体育協会は、生涯スポーツの振興のため、指導者の発掘や新たな企画提案に努め、組織の基盤強化を進める。更には、スポーツ推進諸団体間の情報共有や人的サポート体制を充実させるため、一元的な組織づくりについて、検討・協議を行う。


【事務点検評価委員の意見、提言】

　市民一人一人が自分に適ったスポーツを選択し、生涯にわたって楽しんでいけ
るようスポーツ・レクレーション活動の普及と、指導者の養成に努めて欲しい。市
民のニーズに応えられるようさまざまな配慮が見受けられるが、今後も市民が楽し
めるよう機会をつくっていただきたい。

特に、市民大運動会の開催は、準備等で多大の労苦があったと推測する。また、指導者の研修会も引き続き実施し、活動の普及や連帯を強化していただきたい。


４－④　スポーツ施設の整備充実と競技力向上のための環境整備を図る
【施策】スポーツ施設の適正な管理運営と利用促進
	事　業　名
	内　　　　　容

	スポーツ施設の整備充実事業

（生涯学習課）
	市民が日常的にスポーツ活動を行う場として、老朽化が進んでいる体育施設の計画的な整備に努めるとともに、総合型地域スポーツクラブの育成とあわせて、その拠点となる場所や事務局の受け皿を確保できるよう検討する。更に、子どもから高齢者まで、市民が気軽に取り組めるニュースポーツの振興を図るため、体育施設や学校施設及び設備や用具を計画的に配置できるよう努める。

	平成24年度の主な取組
	　スポーツセンター整備事業により、市内体育施設等の改修工事を順次実施した。また、「公園施設長寿命化計画」の精査により、次年度以降の整備計画を把握できた。

	成果及び課題
	　市内の体育施設について、殆ど平成３年度までに建設されている施設が多く、老朽化が進んでいる。そのため、今後施設の稼働率を鑑み、施設の統廃合も含めた検討を行う必要がある。

	今後の取組
	　策定した長寿命化計画（１０年間）を基に、指定管理者と十分協議し、施設整備を進めるとともに、平常時における施設器具等の安全管理指針を作成する。


【施策】指導者の養成・確保
	事　業　名
	内　　　　　容

	指導者の養成・確保事業

（生涯学習課）
	指導者としてスポーツに関する幅広い知識が習得できるよう、体育協会、スポーツ推進委員会、各競技団体の連携を一層深め、相互の計画的な研修を実施する。また、スポーツ・レクリエーション関係団体・機関の連携を図りながら、地域のスポーツ指導者の発掘と養成を実施する。

	平成24年度の主な取組
	体育協会事業委託により、各種目別スポーツ大会及び地区体育協会主催のスポーツ大会が開催された。

	成果及び課題
	ニュースポーツの推進や、市民がだれでも参加できる生涯スポーツの啓発が図れた。

	今後の取組
	体育協会やスポーツ財団との連携により、市民が気軽に参加することのできるスポーツイベントを計画し、生涯スポーツ・皆体育事業の推進を図る中で、地域や競技種目それぞれのリーダーの養成確保に資することを目的に引き続き事業を実施する。

	スポーツ少年団指導者育成事業

（生涯学習課）
	各種スポーツの基盤となるスポーツ少年団の指導者育成により、指導者としての人格や識見、豊富な知識や能力の向上を図る。また、競技枠にとらわれることなく、定期的な講習会等を実施することにより、指導者間のネットワークを確立し、次世代の指導者養成を実施する。

	平成24年度の主な取組
	柔道の輪を世界に繋げる会と共催でスポーツフォーラムを開催し、スポーツ少年団をはじめ各種団体の指導者対象の講習会に約１００名の参加があった。

	成果及び課題
	その分野の最前線で活躍する講師の先進的な講義を直に受講することができ、スポーツに関する基本的な知識や情報を指導者へ提供した。

	今後の取組
	スポーツ少年団指導者の資質向上のため、引き続き定期的な講習会を実施していく。


【施策】学校部活動の充実
	事　業　名
	内　　　　　容

	中学校部活動助成事業

（学校教育課）
	中学校生徒の部活動に対し、必要経費の補助を行うことにより、部活動の活性化を図るとともに、生徒の活動を援助する。

	平成24年度の主な取組
	　東かがわ市立中学校部活動助成金交付要綱に基づき算定した補助金を各中学校部活動後援会に交付した。

	成果及び課題
	平成２４年度に、引田中学校部活動後援会に６５５千円、白鳥中学校部活動後援会に７９５千円、大川中学校クラブ後援会に８６４千円をそれぞれ交付した。その結果、部活動の大会遠征費等の活動経費として利用され、各中学校における部活動の活性化に資することができた。

	今後の取組
	　引き続き、東かがわ市立中学校部活動助成金交付要綱に基づき算定した補助金を各中学校部活動後援会に交付し、部活動の活性化を図るとともに、生徒の活動を支援する。


	教育振興補助金交付事業

（生涯学習課）
	文化、芸術、体育、スポーツの各種団体が大会等に参加する経費を補助金として交付する。

	平成24年度の主な取組
	　教育、文化、芸術、体育及びスポーツの振興に寄与するため、第５０回四国中学校総合体育大会 外１１大会に参加した経費について、白鳥中学校外２中学校及び大内空手スポーツ少年団外７少年団に対し、教育振興補助金を交付した。

	成果及び課題
	　教育振興補助金を交付することにより文化・芸術及びスポーツ
振興を図った。

	今後の取組
	　引き続き、対象者に対し、補助金を交付し、教育、文化、芸術、体育及びスポーツ等の生涯学習活動の振興に寄与する。


	スポーツ・芸術文化振興賞賜金交付事業

（生涯学習課）
	全国大会以上の各種大会に出場する個人に対して、賞賜金を交付する。

	平成24年度の主な取組
	　健全なスポーツの振興及び競技力の向上並びに、芸術文化の振興を図るため、第６７回国民体育大会 外６大会 に出場した個人(２５名)に対して、スポーツ・芸術文化振興賞賜金を交付した。

	成果及び課題
	　スポーツ・芸術文化を通じて全国の人と交流を図ることにより
スポーツ・文化・芸術の醍醐味を知ることができた。

	今後の取組
	　引き続き、対象者に対して、スポーツ・芸術文化振興賞賜金を交付し、健全なスポーツの振興及び競技力の向上並びに、芸術文化水準の向上を図る。


【施策】関係団体との連携
	事　業　名
	内　　　　　容

	社会体育部活用事業
｛１－③再掲｝

（学校教育課）
	　中学校部活動において、多様なニーズに対応し、社会体育と一体化した活動が可能となるよう、保護者・外部指導者・学校の共通理解を促し、生徒の健全な活動を推進する。

	平成24年度の主な取組
	剣道、ソフトテニス、水泳、野球、バドミントン、卓球、柔道、バレー等の部活動に外部指導者を要請して活動している。

	成果及び課題
	外部指導者がスポーツ少年団や社会人の指導者も兼ねている場合、部活動とそれ以外の活動の区別がつきにくい面がある。また、保護者である場合は、他の部員や保護者との共通理解が必要となる。

部活動顧問が代わったときの引継が大切であるので留意したい。

	今後の取組
	継続して実施する。


	全国青年大会事業

（生涯学習課）
	全国青年大会に選手役員等、県代表として参加する市内の青年団体に対し、参加費の一部を助成し、地域に目を向けている青年の意識の高揚を図る。

	平成24年度の主な取組
	　青年団体の活動の振興に寄与するため、第６１回全国青年大会に参加した１団体に対し、スポーツ・芸術文化振興賞賜金を交付した。

	成果及び課題
	　大会を通じて全国の人と交流を図ることにより、スポーツ・文化・芸術の醍醐味を知ることができた。

	今後の取組
	　今後も、地域の青年が、将来の地域活動、まちづくりの担い手として交流できる機会の提供ができるよう検討する。　


【事務点検評価委員の意見、提言】

　　市民が健やかな体と康らかな心を持つことができるよう、今後もスポーツ施設の
利用促進と適切な管理運営を一層進めて欲しい。特に、施設の点検等、安全面には
細心の配慮が求められる。

スポーツ少年団の指導者、学校部活動の指導者は、直接の影響力が強いので、技
術の向上のみならず、人格や見識の向上も求められる。競技枠を超えた基盤部分の共通理解ができるような機会の充実を図られたい。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　









































































































































































基本方針４　生涯を通じて学び続ける環境を整備する





基本方針４　生涯を通じて学び続ける環境を整備する





基本方針４　生涯を通じて学び続ける環境を整備する





基本方針３ 子どもたちの安全・安心を確保するとともに、質の高い教育環境を整備する



















































































基本方針４　生涯を通じて学び続ける環境を整備する
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